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◎ 本日はお忙しい中、2020年3月期 決算説明の電話会議にご参加頂きまして、
誠にありがとうございます。

◎ 新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、政府から緊急事態宣言が発令されています。
本日、ご参加の皆さまも、政府や自治体からの外出自粛要請を受けて、
テレワークを実施されている方が多いと思います。
このような情勢を踏まえて、今回の説明会は、電話会議で対応させて頂きますので、
ご理解の程、よろしくお願いします。

◎ 本日、私からは、

1）2019年度決算の概要
2）新型コロナウイルスによる事業への影響
3）当社グループにおける当面の対応策と方針

の3点について、ご説明します。

◎ スライドの4ページをご覧下さい。
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◎ 最初に、中期経営戦略の進捗についてご説明します。

◎ 当社グループでは、現行の経営戦略に則り、
2019年1月に、「中期経営戦略アップデート」を策定しました。
また、羽田空港における国際線発着枠の配分結果を受け、
今年1月には、「2020年度 航空輸送事業計画」をリリースしました。

◎ その上で、スライドにお示しした通り、
ESG経営の推進、生産性向上、顧客データの活用、イノベーションの促進など、
成長戦略を確固たるものにするための主要テーマにおいて、アクションプランを決定し、
2020年度を起点とする、「中期経営戦略ローリング」を成案化する計画でした。

◎ しかし、新型コロナウイルスの感染拡大により、2月から航空需要への影響が急激に拡大しました。
当社グループが直面した喫緊の課題への取り組みを、最優先で対応することとしました。

◎ 5ページをご覧ください。



◎ 2019年度決算の概要です。

◎ 第3四半期までは、米中貿易摩擦や地政学リスクなど、不透明な外部環境が続きましたが、
営業利益は概ね計画ラインで推移していました。
国際線旅客事業においては、新規路線の開設や、「ハワイ戦略」を展開した一方、
LCC事業において、Peach Aviationへの運航一元化を完了するなど、
グループ全体で、今後の成長に向けた経営の基盤固めを進めました。

◎ しかしながら、第4四半期になると、新型コロナウイルスの影響で、旅客需要が急激に減少しました。
今年1月から3月までの、3ヶ月間における旅客数は、
ANA国際線が前年から31パーセントの減少、ANA国内線が22パーセントの減少となりました。

◎ 第4四半期が、大幅な減収・減益となった結果、
通期の業績として、売上高は19,742億円、営業利益は608億円、
親会社株主に帰属する当期純利益は276億円となりました。

◎ 1株あたり配当金について、年度当初は、1株あたり75円を予定していましたが、
第4四半期の業績が大幅に悪化した中で、現時点において、
新型コロナウイルスが終息する見通しが立っていません。
また、コロナの終息後も、航空需要が本格的に回復するまで、
しばらく時間を要する可能性があります。
取り巻く事業環境に鑑みて、誠に遺憾ながら、2019年度は無配とさせて頂く予定です。

◎ 6ページをご覧下さい。
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◎ 第4四半期、並びに足元における、航空事業への影響について、ご説明します。

◎ まず、国際線旅客事業ですが、1月下旬に武漢線で影響が顕在化した後、
2月から、中国の全方面、並びにアジア方面に波及しました。
3月11日の、WHOによるパンデミック表明により、
世界各国で渡航制限を強化する動きが加速しました。
需要の減退は、欧米線を含む全方面に拡大し、
3月単月の旅客キロは、前年比で6割強の減少となりました。

◎ 次に、国内線旅客事業ですが、国内での感染事例が都市部を中心に増加したことで、
2月後半から旅客需要が鈍化し始めました。
同じ時期に、政府からイベントの自粛や、臨時休校の要請が出されたほか、
北海道で緊急事態宣言が発令されたこと等の影響により、
3月の旅客キロは、前年から約6割の減少となりました。

◎ 国際線貨物事業では、
春節後も、中国発着路線を中心に、需要の弱含みが続きました。
しかし、世界中で旅客便の運航便数が大きく減少しており、
3月以降は、航空貨物市場の需給が逼迫している状況です。

◎ 7ページをご覧ください。
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◎ 当社では、新型コロナウイルスによる影響が顕在化した初期段階から、
グループをあげて、主体的な対応策を実施してきました。
ここでは、事業と財務の両面から、主な取り組み内容についてご説明します。

◎ 最初に事業面についてですが、1点目は、需要動向に合わせた生産量の抑制です。

◎ 国際線旅客事業では、日本を含む世界各国で、入国や渡航に関する規制が強化されています。
これを受け、全方面で運航規模を極力抑制していますが、
4月並びに5月の生産量は、当初計画に比べて、8割以上の減少となる予定です。

◎ 国内線旅客事業でも、政府や自治体による外出自粛要請が続いている中で、
交通インフラとしての機能を維持しながら、運航便数を機動的に抑制しています。
足元で、更に運休・減便を深掘りしており、5月は計画比で、6割以上減少する見込みです。

◎ 国際線貨物事業では、救援物資や衛生関連用品、
医療装置などの特殊商材のニーズが高まっています。
旅客便の運航を大幅に抑制しているため、貨物の生産量も、当初計画を下回りますが、
臨時便の設定や、大型フレイターの活用等により、
供給の減少をカバーしながら、需要を確実に取り込みます。

◎ LCC事業は、海外・国内ともに、レジャー需要が大幅に低迷していますが、
早期に減便・運休の対応を実施しました。
国際線については、4月1日から5月31日まで、全便を運休します。
国内線についても、路線毎の需要動向に応じて、きめ細かく減便対応を進めます。

◎ 続いて、8ページをご覧ください。
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◎ 事業面における取り組みの2点目は、人員稼働、並びにサービスの適正化です。

◎ 人員への対応として、客室乗務員や地上職を対象とした一時帰休制度を、4月から導入済みです。
現時点で、合計22社、3万5千人のグループ社員が制度の対象となっていますが、
5月末までに、グループ35社に、制度の適用範囲を拡大する予定です。
また、主要な空港関連施設を一部閉鎖して、旅客ハンドリング業務を集約するなど、
運航規模の縮小に合わせた、体制の効率化を進めています。

◎ 取り組みの3点目は、緊急的な対応策です。
私から全役員、並びに全グループ会社の社長に対し、
費用削減プランの策定を指示しており、3月中に、全ての内容をとりまとめました。
4月から役員報酬を減額していますが、5月から減額の規模を深掘りします。
また、管理職賃金などの人件費の削減、航空機の受領後ろ倒し、
外部委託の内製化など、即効性のある収支改善策を、速やかに実行します。

◎ 9ページをご覧ください。
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◎ 次に、財務面における取り組みについてご説明します。

◎ 手元流動性を確保するため、間接金融を中心とした借入の実行や、
コミットメントラインの追加設定など、資金面の備えを強化します。
またキャッシュアウトを最小化するため、
航空機の受領や、機内プロダクトの改修を後ろ倒しするなど、設備投資を抑制します。

◎ その他の取り組みとして、定期航空協会としての対応を進めています。
現在、世界中で航空会社の経営が厳しい局面を迎えており、
既に多くの国で、各国政府による様々な支援策が打ち出されています。
日本においても、国内の航空会社19社が加盟する定期航空協会から、
政府に対して、公租公課の減免や融資などの支援を要請しています。
4月7日に政府から示された緊急経済対策では、
航空業界に対する着陸料等の支払い猶予や、
危機対応融資の活用などの具体策が示されました。
協会の会長職を務めているエアライングループとして、他の航空会社と連携を図りつつ、
業界全体を主導しながら、関係当局との調整を続けます。

◎ 10ページをご覧ください。
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◎ 航空事業における今後の方針について、ご説明します。

◎ 旅客需要の低迷が底打ちした、フェーズ1の局面では、
マーケットの動向を慎重に見極めながら、段階的に生産量を回復していきます。
人的交流の拡大や物流の正常化に向け、
社会・経済インフラとしての役割を着実に果たしていく考えです。
また、政府による観光需要喚起のための支援策等の活用により、
国内旅行や訪日客を取り込むことで、地域経済の活性化にも寄与していきます。

◎ 需要の回復局面にあたる、フェーズ2においては、
旅客便と貨物便、国際線と国内線、フルサービスキャリアとLCCなど、
事業分野ごとの需要特性に合わせて、生産量の最適化を図ります。
反転攻勢に転じるタイミングを見極めながら、本格的な運航再開に向けた準備を整えます。

◎ なお、これらの需要基調の変化を想定するにあたり、
当社グループとしては、新型コロナウイルスによる事業への影響が、
ある程度、長期化することを前提に、経営として対処していく方針です。
仮に、フェーズ1、並びにフェーズ2のタイミングが、当社の想定よりも早まった場合には、
いつでも生産量を回復できるよう、グループ体制を整えていきます。

◎ 11ページをご覧ください。



◎ 最後に、当面の経営方針について、まとめます。
◎ 1点目は、2020年度通期の業績予想についてです。
現時点で新型コロナウイルスの終息時期が不透明であり、
業績予想のための合理的な前提を置けないことから、本日の発表は見送らせて頂きます。
航空事業における運航計画など、諸前提が定められる状況になった段階で開示します。

◎ 2点目は、経営として注力する優先課題です。
経営資源配分の考え方として、これまでは、
財務の健全性を下支えに、成長戦略を推進し、安定・継続配当を続けるとともに、
今後の更なる価値創出によって、株主還元を充実させていく方針でした。
しかし、今回、戦後最大とも言われる大きなリスクイベントに直面しています。
コロナの影響が続く間は、手元流動性の着実な確保を、経営の優先課題として注力していきます。
当面の資金繰りについては、既に目途が立っていますが、
引き続き、事業と財務の両面から必要な対応を進めます。

◎ また、当面のリソースの活用方法についてですが、
当面は、厳しい経営環境が続くと見通しており、新型コロナウイルスが終息した後も、
需要が本格的に回復するまで、しばらく時間がかかると想定しています。
このような中、機材については、グループ全体でフレキシビリティを確保していきます。
需要基調の変化を見極めながら、今後の機材計画を見直すなど、柔軟に対応していきます。
また、人財について、グループ社員の雇用は維持します。
但し、待遇面の見直しについて、協力を求めていきます。
これらの対応を前提に、需要の回復局面においては、
グループ全体のリソースを最大限に活用しながら、日本経済の復興に貢献していきます。

◎ 私からの説明は以上です。ご清聴ありがとうございました。
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◎ 私から、2019年度決算の詳細について、ご説明します。

◎ 14ページをご覧ください。
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◎ 業績ハイライトです。

◎ 昨年10月末に、2019年度の通期業績見通しを修正しましたが、
第3四半期までの業績は、概ね修正計画に沿った水準で、推移していました。

◎ しかしながら、今年の2月以降、新型コロナウイルスの影響が顕在化し、
航空事業を中心に、需要が急激に減退しました。
この結果、第4四半期単独では、大幅な減収減益となりました。

◎ 15ページをご覧ください。



◎ 経営成績の概要です。

◎ 売上高は、前年同期から840億円、4.1パーセント減少の、1兆9,742億円となりました。
第3四半期までは、当社グループとして過去最高の売上高を達成していましたが、
第4四半期単独で、前年同期から978億円の大幅な減収となりました。

◎ 一方、営業費用は、201億円増加の、1兆9,134億円となりました。
第4四半期単独では、新型コロナウイルスの影響により、今年の1月後半から、
順次、生産量の抑制を進めたことで、費用が前年から減少に転じました。

◎ これらの結果、営業利益は、前年から1,042億円、63パーセント減少して、
608億円となりました。
また、経常利益は、593億円、
親会社株主に帰属する当期純利益は、75パーセント減少の、276億円となりました。

◎ 16ページをご覧ください。
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◎ 財政状態です。

◎ 総資産は、前年度期末より、1,269億円減少の、2兆5,601億円となりました。

◎ 自己資本は、1兆610億円、
自己資本比率は、41.4パーセントとなりました。

◎ 有利子負債は、前年度期末から、542億円増加の、8,428億円となり、
デット・エクイティ・レシオは、同0.1ポイント増加の、0.8倍となりました。

◎ なお、2019年度の期末時点における手元流動性は、2,386億円となりました。
コロナの影響が顕在化した時点から、資金面での手当を始めており、
当面の資金繰りについては、対応済みです。

◎ 17ページをご覧ください。
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◎ キャッシュフローです。

◎ 営業キャッシュフローは、1,301億円の収入となりました。

◎ 投資キャッシュフローは、航空機を中心とした設備投資などにより、
2,302億円の支出となりました。

◎ 財務キャッシュフローは、社債の発行や借入などの資金調達を行ったことから、
238億円の収入となりました。

◎ 実質フリーキャッシュフローは、791億円の支出となりました。

◎ 18ページをご覧ください。
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◎ セグメント別の実績です。

◎ 航空関連事業は、ANA国際線を中心とした生産量の拡大等により、
空港業務の受託が増加したことで、売上高を伸ばしました。

◎ 旅行事業では、国内旅行を中心に、第4四半期から販売が大きく低迷したほか、
商社事業では、空港免税店や、物販店の売り上げが減少しました。
どちらのセグメントも、第3四半期まで、増収増益を維持していましたが、
コロナの影響により、第4四半期に大幅な減収に転じました。

◎ 続きまして、航空事業の詳細についてご説明します。
20ページをご覧ください。
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◎ 航空事業における営業利益の、前年同期比較です。

◎ 売上高は、766億円の減少となりました。
とりわけ、3月から新型コロナウイルスの影響を受け、
ANA国際旅客で376億円、国内旅客で166億円、貨物郵便で246億円、
LCCで116億円の減収となりました。

◎ 営業費用は、343億円の増加となりました。
人材や機材に関する先行投資を進めてきたほか、
整備関連費用が増加したこと等が影響しました。

◎ 以上の結果、営業利益は、前年から1,110億円減少して、495億円となりました。

◎ 下段のグラフは、第4四半期における、売上高の前年差です。
ANAとLCCを合わせて、合計930億円の減収となりました。
航空事業の売上高として、第3四半期まで増収でしたが、通期では減収に転じました。

◎ 22ページをご覧ください。
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◎ 国際旅客の状況です。

◎ 年度累計で、376億円の減収となりました。

◎ 旅客数要因について、第4四半期に、490億円の減収となったことが大きく影響しています。
これまで、新規路線の開設や大型機材の投入など、生産量を拡大してきた中、
2019年度は、昨年の4月から今年の1月まで、
座席利用率は一貫して、概ね75パーセント以上と、好調な水準を維持していました。
しかし、需要の減少により、第4四半期平均で60パーセント、
3月単月では、約35パーセントとなりました。

◎ 23ページをご覧ください。



◎ 方面別の供給と需要の推移です。

◎ 新型コロナウイルスの影響は、1月下旬に、武漢線にて現れ始めました。
中国方面は、2月から生産量を大幅に抑制しており、
3月には、前年比で8割以上減少しました。

◎ 一方、渡航制限の世界的な広がりを受けて、海外に居住する邦人の帰国や、
乗り継ぎ便の利用による各国への退避需要が増加しました。
これらのニーズに応える、交通インフラとしての役割を果たすため、
中国以外の方面については、生産量を段階的に縮小しました。

◎ 3月下旬以降は、退避需要も落ち着いたため、
中国以外の路線についても、運休・減便を深掘りしています。

◎ 26ページをご覧ください。
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◎ 国内旅客の状況です。

◎ 年度累計で、166億円の減収となりました。

◎ 旅客数要因では、通期で220億円、中でも第4四半期単独で365億円の減収となりました。
2月末に、イベントの自粛や臨時休校の要請が出されたほか、
主要テーマパークの休園、外出自粛要請などが相次いだことにより、
座席利用率は、第4四半期平均で、55パーセント、
3月単月では、約35パーセントとなりました。

◎ 29ページをご覧ください。
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◎ 国際貨物の状況です。

◎ 年度累計の減収額、223億円の要因分析です。

◎ 重量要因について、通期で60億円、単価要因では165億円の、それぞれ減収となりました。
米中貿易摩擦の影響などにより、
年度を通して、貨物需要の低迷が続いたことが影響しています。

◎ 第4四半期は、業界全体で、旅客便の運休・減便が急速に進んだ結果、
貨物市場の需給バランスが引き締まりました。
当社グループでは、貨物臨時便の設定や、大型フレイター機材の活用等により、
供給の確保に努め、救援物資や医療・衛生用品などの需要取り込みを強化しました。

◎ 一方で、足元で単価の改善にも、取り組んだ結果、
3月単月では、単価実績が約1年ぶりに前年実績を上回りました。
コロナの影響を受けて、貨物事業全体では供給が減少しましたが、
単価面での対応を強化したことにより、生産量に起因する減収影響を、大幅に改善しました。

◎ 31ページをご覧ください。
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◎ LCC事業の実績です。
本スライドの数値は、Peach Aviationと、バニラエアの合算値をお示ししています。

◎ 昨年の夏頃から、主力の韓国線や香港線で地政学リスクの影響を受けていた中、
第4四半期から、レジャー需要が大幅に低下したことにより、
売上高は前年から116億円減少して、819億円となりました。

◎ Peachでは、2月上旬より生産量を機動的に抑制しました。
第4四半期の座席利用率は、約75パーセントとなり、
事業への影響を最小限に抑えるよう努めました。

◎ 以上が、航空事業についての説明です。
航空以外のセグメントに関する業績の詳細については、
34ページに記載していますので、ご覧ください。

◎ 私からの説明は以上です。ご清聴、ありがとうございました。
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